
集落営農組織の「連携」（「再編」や「広域化」）について話し合ってみませんか！集落営農組織の「連携」（「再編」や「広域化」）について話し合ってみませんか！

農業者の皆さんへ：集落営農推進資料

　芳賀農業振興事務所では、管内集落営農組織の実態調査を実施し、課題解決に向けてモデル地
区を設置し、「話し合い」をコーディネートしています。
　集落営農組織を「設立」することも重要ですが、その後、地域農業の実情に合わせて、集落営
農組織を「連携」、（「再編」、「広域化」）することも重要です。

★最も古い集落営農組織は、市貝町赤羽「農事組合法人西宿営農組合」です。

　設立は、平成５年２月で、今年で27年が経過します。

　当初は、「集落ぐるみ型」（９戸）でスタートしましたが、世代交代が進み、集落外の従事者を主体

とした「オペレーター型」に転換し、園芸品目（しゅんぎく、たまねぎ等）にも取り組んでいます。

★茂木町牧野「農事組合法人そばの里まぎの」は、中山間地の厳しい土地条件の中で、そばの６次産

業化（生産～加工～販売）に取り組んでいます。

　生産されたそば粉は、農村レストラン「そばの里まぎの」で「そば」の材料として用いる他「そば

粉」や「そば加工品（そば焼酎、そばかりんとう、そば茶）」としても販売しています。
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 ○Ｈ18「品目横断的経営安定対策」以前の集落営農組織です。

しゅんぎく調製作業麦収穫作業

秋そば畑 そばの里まぎの
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　４ヘクタール以上の認定農業者（個人、法人）か一定の条件（※）を備えた20ヘクタール以上の

集落営農組織を担い手として支援対象としました。

　　　　　※　農用地の利用集積目標、規約、経理の一元化、主たる従事者の所得目標

　　　　　　　農業生産法人化計画　を定めること。

　４ヘクタール未満の認定農業者又は認定農業者以外の農家は複数戸集まって20ヘクタール以上の

集落営農組織を育成しました。

設立から14年が経過し、高齢化が進み、後継者不足により、各地ではさまざまな問題を抱えています。

問題１：話し合いを十分にする時間がなく、20ヘクタール以上の要件を満たすため１地区に複数の

集落営農組織を育成しました。

 　離農した時に、同じ集落に委託するのではなく、隣の集落や地区外の担い手に委託するため、

結果的に耕作が入り組んで、農作業がやりずらくなっています。

問題２：組織内の運営に意見の相違があり、数人で別の組織を新たに育成しました。

 　３年前から地区内の４集落営農組織で話し合いを始めましたが、１人が組合から抜けてしま

い、集落営農組織の結束力が弱まっています。

問題３：圃場整備事業の担い手となったため、集落営農組織化（法人化）しましたが、組合員は全員

園芸農家のため、年ごとに増える水稲の耕作依頼に限界を感じています。

 　本来は、園芸に頑張りたいのですが、集落営農の業務がきつくなってきました。

問題４：集落営農組合員の高齢化が進み、今は70歳代後半～80歳代の組合員で集落営農組織を維持

してきましたが、もう限界です。

 　集落内には、若い人もいるのですが、集落営農には全く無関心です。

 　ここ１年～２年で集落営農組織を解散しようと思っています。

問題５：集落営農組織は、枝番管理で個人の寄せ集めのため、売上額と交付金を組合員に分配するだ

けの組織であり、組合員相互のやり取りはありません。

 　組合員の誰かが離農する事態になっても、誰かが受託することはないでしょう。

上記の問題は、全て「集落の農地をどうするかの話し合いが不足」したことによるものです。

 ○Ｈ18「品目横断的経営安定対策」導入を契機とした集落営農組織です。
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★真岡市物井「農事組合法人米．米ファーム」は、いちご農家の経営安定のために任意組合から法人

化（オペレーター型）しました。

　いちご農家（８戸）はいちご経営、兼業農家（４戸）は土地利用型農業に頑張り、土地利用型農業

を合理化し、双方がWinWinの関係を築いています。

　いちご農家のうち、６戸は後継者が確保されています。

★益子町塙「農事組合法人星宮組合」は、圃場整備事業を機に集落97戸で農地を担う「集落ぐるみ型」

の集落営農組織が育成され、任意組合から法人化しました。

　園芸作物は、「にんじん」、「にら」、「たまねぎ」を栽培し、「たまねぎ」では、栃木県型地下かんが

いシステムの実証に取り組んでいます。

★茂木町鮎田「鮎田営農組合」は、水路整備事業を機に、３人で任意組合を設立しました。

　組合員が行う全ての作業に料金を支払っています。

 ○「品目横断的経営安定対策」後に設立された集落営農組織です。

いちご高設栽培

にんじん栽培圃場

設立前の話し合い 左から：副組合長、組合長、会計

水路整備

にら調製作業

収穫間近の水稲
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事例１：４つの集落営農組合が大規模土地利用型経営体と連携して集落の農地を守
ります（真岡市清水地区）

これからの集落営農組織について、「連携」に取り組んでいる事例をご紹介します。これからの集落営農組織について、「連携」に取り組んでいる事例をご紹介します。
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★ 目指す姿 ★
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連 

携
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携

連 携

連 携 連 携

連 携

地区外の大規模土地利用型経営体

◎４集落営農組合が集まって、集落農業の維持につい

て話し合いを行いました。

　【令和２年１月20日開催】
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事例２：８集落営農組織の連携（支援）により地域の農業を守っていきます。
 （益子町）

Ｂ集落営農法人Ａ集落営農組合 Ｃ集落営農組合

 
 

Ｅ集落営農法人

Ｄ集落営農組合
（露地野菜）

Ｆ集落営農組合

Ｇ集落営農法人
（露地野菜） Ｈ集落営農組合

（露地野菜）

露地野菜の
連携

★ 目指す姿 ★

支 援

支 援

支 援

支 援

◎益子町の土地利用型農業は、集落営農組織が中心と

なって動いています。

　８集落営農組織が集まって、話し合いを行い、今後

は、互いに連携しながら、土地利用型農業を担ってい

くこととなりました。

　【令和２年９月28日開催】

◎小泉・本沼地区で畑中心の圃場整備事業に取り組ん

でいます。

　新品目「しょうが」の栽培に取り組み、加工・業務

用取扱業者と契約取引しています。

　令和10年度には、５ヘクタールの作付面積を目指し

ています。

◎農事組合法人星宮組合で「栃木県型地下かんがいシ

ステム実証（補助暗渠）」により、「たまねぎ」を作付し、

効果実証に取り組んでいます。

【令和２年10月12日～13日施工】
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事例３：集落営農組織と個人担い手で今後の水田及び畑作農業を検討します。（茂木町）

話し 合い

検討事項：水田及び畑作農業の今後の方向性
　　　　　法人経営体の育成（企業の農業参入）
　　　　　市町やＪＡ等の出資型法人設立

Ｄ個人担い手
（畑作：こんにゃく）
⇒後継者就農未定

Ａ集落営農法人
（畑作：そば）

Ｅ個人担い手
（畑作：こんにゃく）
⇒後継者　　　　
他産業従事　Ａ個人担い手⇒後継者

　　　　　他産業従事
（水田農業） Ｂ集落営農法人

（畑作：そば）
Ｆ個人担い手

（畑作：こんにゃく）
⇒後継者他産業従事

Ｂ個人担い手⇒後継者
他産業従事（水田農業）

Ｇ個人担い手
（畑作：こんにゃく）
⇒後継者いちご
就農予定　

Ｈ個人担い手
（畑作：こんにゃく）
⇒後継者他産業
従事　　　

Ｃ集落営農組合
（水田農業）

Ｄ集落営農組合
（水田農業）

Ｃ個人担い手⇒後継者就農未定
（水田農業）

芳賀農業振興事務所 茂木町 ＪＡはが野連携連携

◎茂木町の土地利用型農業は、高齢化が進み、担い

手が少なく、危機的状況になっています。

　今後は、水田と畑作の経営体それぞれで具体的な

方向性を検討することとなりました。

　【令和２年８月６日開催】

◎茂木町の２集落営農組合と３個人担い手が参集し

て、今後の水田農業の方向性を検討しました。

　茂木町の水田は、茂木町の集落営農組織と農業者

で守ることを基本に、定期的に話し合いすることに

なりました。【令和２年12月９日開催】
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事例４：３集落営農法人等が連携（→再編→広域化）に向けて動きます。
 （市貝町小貝地区）

◎市貝地区小貝地区の３集落営農法人、集落営農組

織、個別担い手が集まって、話し合いを行いました。

　今後は、３集落営農法人と個別担い手が連携（→

再編→広域化）に向けて、50歳代以下の農業者で

勉強会を開催し、話し合いを重ねていきます。

　【令和２年７月22日開催】

★ 目指す姿 ★

小貝川沿岸Ⅰ期圃場整備事業（Ｈ21完了）

小貝川沿岸Ⅰ期圃場整備事業（Ｈ21完了）

合併
意向Ｄ圃場整備事業

Ｄ圃場整備事業

Ｆ地区 Ｇ地区 Ｈ担い手
Ｅ担い手

ＡＢＣ集落営農法人　連携（→再編→広域化） 
担い手：11人＋土地利用型農家

Ｈ担い手

Ｆ都区 Ｇ地区

Ｅ担い手（規模拡大）

Ａ集落営農法人 Ｂ集落営農法人 Ｃ集落営農法人
担い手：３人
・椎茸
・アスパラガス
・なし

担い手：４人
・トマト：２人
・集落営農：２人

担い手：４人
・なし：３人
・会社勤務：１人

委託

委  託
参 

画
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１ 集落営農経営力強化活動事業
　　　・市町、ＪＡ、農業振興事務所による「集落営農推進支援チーム」を設置しています。

　　　・サポート活動（組織化、法人化、経営の多角化）を展開しています。

　　　・研修会の開催及び情報提供活動を実施しています。

　　　　※全集落営農組織及び集落営農設立意向者を対象としています。

２ 栃木県農業経営相談所の専門家派遣
　　　・集落営農法人化意向組織及び集落営農組織設立の意向農業者等を対象として税理士、社会保

険労務士、司法書士等の派遣により経営改善・経営発展を支援します。

３ 農業経営法人化支援事業
　　　・農業経営の法人化に要する経費を支援（定額：25万円／法人）します。

　　　　　⇒複数戸又は法人同士により設立された法人

　　　　　　集落等を単位とした農作業受託組織を基礎として設立された法人

　　　　　　複数の集落営農法人が合併して新たに設立された法人

　　　　◎農事組合法人「農音」（芳賀町初の集落営農法人）設立（H31.1.17）

 ○集落営農組織の育成に関する支援制度についてご紹介いたします。

集落営農経営力強化セミナー

法人化勉強会 集落営農勉強会

●発　行　　栃木県芳賀農業振興事務所経営普及部〔経営指導担当〕
　　　　　　住　所：〒３２１－４３０５　栃木県真岡市荒町１１６－１
　　　　　　ＴＥＬ：０２８５－８２－３０７４　ＦＡＸ：０２８５－８３－６２４５

［令和２（2020）年１２月発行］

情報誌の作成・配付


